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　　都道府県

各指定都市　母子保健主管部（局）長殿

　　中核市

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長

「母体血を用いた新しい出生前遺伝学的検査」の指針等について（周知依頼）

　r母体血を用いた新しい出生前遺伝学的検査」　（以下r新出生前遺伝学的検査」という。）につきま

しては、去る3月9目に、日本産科婦人科学会がr『母体血を用いた新しい出生前遺伝欄指針」

（以下r学会指針」という。）を決定し公表いたしました。また併せて、日本医学会、日本産科婦人科

学会、日本人類遺伝学会、目本医師会、日本産婦人科医会の関係5団体が、新出生前遺伝学的検査につ

いての共同声明を発表しました。

　学会指針及び共同声明の内容は別添のとおりですが、新出生前遺伝学的検査についての厚生労働省の

見解は下記のとおりですので、本通知、学会指針刷紙1）及び共同声明（別紙2）について、その内

容を御了知いただくとともに、貴都道府県・市の医療主管部（局）、衛生主管部（局）等の関係部署及

び管内の市区町村、並びに必要に応じて管内の医療機関等の関係機関に対して、幅広く情報提供してい

ただくよう、よろしくお願いいたします。

　なお、別途、別紙3の関係機関に対して、各会の会員等に対する周知並びに学会指針及び共同声明の

遵守を依頼していることを申し添えます。

記

1　　新出生前遺伝学的検査等に関する厚生労働省の基本的考え方

○一般的に医学的検査は、必要な患者に対し、診察から検査、診断、治療に至るまでの医師が行う診

　療行為の一環としてなされるべきものである。

○特に、新出生前遺伝学的検査については、その高度な専門性と結果から導き出される社会的影響を

考慮すると、検査前後における専門家による十分な遺伝カウンセリングにより、検査を受ける妊婦

やその家族等に検査の意義や限界などについて正確に理解していただくことが必要である。



○検査対象者については、新出生前遺伝学的検査の特性を踏まえ、超音波検査等で胎児が染色体数異

常を有する可能性が示唆された者や染色体数的異常を有する児を妊娠した既往のある者、高齢妊娠

　の者等、一定の要件を定めることが必要である。

○そのためには、学会関係者に限らず、検査に関わる全ての学術団体、医学研究機関、医療機関・臨

　床検査会社、遺伝子解析施設、遺伝子解析の仲介会社、健康関連企業等の皆様にも、学会指針を尊

　重して御対応いただくことが必要と考えている。
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長

「母体血を用いた新しい出生前遺伝学的検査」の指針等について（依頼）

　r母体血を用いた新しい出生前遺伝学的検査」　（以下「新出生前遺伝学的検査」という。）につきま

しては、去る3月9日に、日本産科婦人科学会が「『母体卑を用いた新しい出生前遺伝学的検査』指針」

（以下r学会指針」という。）を決定し公表いたしました。また併せて、日本医学会、目本産科婦人科

学会、目本人類遺伝学会、日本医師会、日本産婦人科医会の関係5団体が、新出生前遺伝学的検査につ

いての共同声明を発表しました。

　学会指針及び共同声明の内容は別添のとおりですが、新出生前遺伝学的検査についての厚生労働省の

見解は下記のとおりですので、本通知、学会指針刷紙1）及び共同声明捌紙2）について、その内

容を御了知いただくとともに、会員のいる団体におかれては会員に対して幅広く情報提供していただき、

また、自ら検査、診断等を行う施設におかれては学会指針及び共同声明について遵守していただくよう、

よろしくお願いいたします。

　なお、別途、各都道府県、指定都市及び中核市の母子保健主管部（局）に対して、学会指針及び共同

声明について、管内の市区町村等に対する周知を依頼していることを申し添えます。

記

1　　新出生前遺伝学的検査等に関する厚生労働省の基本的考え方

○一般的に医学的検査は、必要な患者に対し、診察から検査、診断、治療に至るまでの医師が行う診

　療行為の一環としてなされるべきものである。

○特に、新出生前遺伝学的検査については、その高度な専門性と結果から導き出される社会的影響を

考慮すると、検査前後における専門家による十分な遺伝カウンセリングにより、検査を受ける妊婦

　やその家族等に検査の意義や限界などについて正確に理解していただくことが必要である。



○検査対象者については、新出生前遺伝学的検査の特性を踏まえ、超音波検査等で胎児が染色体数異

　常を有する可能性が示唆された者や染色体数的異常を有する児を妊娠した既往のある者、高齢妊娠

　の者等、一定の要件を定めることが必要である。

○そのためには、学会関係者に限らず、検査に関わる全ての学術団体、医学研究機関、医療機関、臨

　床検査会社、遺伝子解析施設、遺伝子解析の仲介会社、健康関連企業等の皆様にも、学会指針を尊

重して御対応いただくことが必要と考えている。
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